
 各政党 御中 

 各政党におかれては、来る衆議院解散・総選挙に向け、鋭意政権公約の作成に取り組ん

でおられることと拝察いたします。 

 今般の衆議院解散・総選挙に際しまして、我が国が直面している諸課題について、国・

地方が一体となって解決し、共生社会を実現していくための政策を各政党の政権公約に盛

り込んでいただきたく、別添のとおり申入れさせていただきます。 

  また、申入れ内容に照らして、これまでの国政選挙と同様に各政党の政権公約の評価を

行うこととしておりますが、評価の適正を期すため、併せて本会からの要請に対する各政

党の御見解を回答いただきますよう希望します。 

 なお、評価にあたっては各政党の政権公約と本照会に対する回答の両方を評価の対象と

し、評価と併せて各政党の御見解についても公表することとしております。 

  ついては、別添の要請文を参照いただいた上で、別紙の本会の各要請項目に対する各政

党の御見解を１０月２日（月）までに御回答いただきますようお願いします。 

平成２９年９月○○日（要請日） 

              全国知事会 

                会長 山田啓二（京都府知事） 

                総合戦略・政権評価特別委員会委員長 飯泉嘉門（徳島県知事） 

資料３



共生社会の実現に向けた十の提言
～地域のバランスを取り戻し、誰もが支え合い、認め合える社会の実現へ～

※ 以下の１０項目について、別紙・要約版にまとめた施策等を中心に、

 各政党の御意見をできるだけ具体的にお聞かせください。（様式任意）

１ 国民主権に基づく地方自治、地方税財源の充実・強化

２ 国と地方が共に輝く地方創生の実現

３ 将来にわたって持続可能な社会保障制度の確立

４ 人口減少局面の打開に向けた地域の未来を支える人づくり

５ 大規模災害からの早期の復旧・復興と防災・減災対策

６ 誰もが希望を持って活躍できる働き方改革の推進

７ 活力溢れる地域経済の実現に向けた経済対策の推進

８ 自然と暮らしが調和したエネルギー政策の推進

９ 地域の誇りを守り育む文化・スポーツの振興

10 危機事象に備えた体制の整備 

〔回答送付先〕 

 全国知事会調査第一部 佐々木
電 話：03-5212-9130  FAX：03-5212-9129

  E-mail： m-sasaki@nga.gr.jp 
〔提言内容に関する問合せ先〕 

 徳島県 総合政策課広域連携室 田中
電 話：088-621-2012


